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1最近の人口や経済の動向  

合計特殊出生率の推移と将来人口推計（平成18年推計）における仮定値  

平成17年  

（2005）   （2007）  
（2055）   

中位推計  1．29   1．26  

高位推計   1．32   1．26    1．25     1．55      1．32   
低位推計  1．27   1．16  1．06   

前回推計  
1．31   

（H14中位）  
1．31   1．31    （2050） 1．39   

実 績   1．26   1．32   1．34  

※平成21年財政検証の前提   

（平成18年12月人口推計）  

※平成16年財政再計算の前提  

■  ■■  ■■  ■■  ■  

前回推計（H14中位）  

（平成16年財政再計算の前提）  
1 1.55 
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平成17年  

1．26  
中位推計の最低値  
1．213（2013年）  平成18年  

低位推計  ■ 一－ － － ■  

昭和60年  平成2年  平成7年  平成12年  平成17年  平成22年  平成27年  平成32年  平成37年  

（1985）  （1990）  （1995）  （2000）  （2005）  （2010）  （2015）  （2020）  （2025）  
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最近の物価、賃金など経済の動向  

消費者物価  雇用者  
上昇率  

小  名目  実質  
雇用者    1人あたり  

する給与  総額   ②  （②／①）  （名目）  経済成長率  経済成長率  デフレ一夕   
報酬    雇用者報酬  

（前年比、％）  （％）  （％）  

平成10（1998）年  0．6   －0．3   －1．3  1．518   0．91   －2．0   －2．0   0．0   －1．3   －0．9   

11（1999）   －0．3  －2．0   －1．3   

12（2000）   －0．7  0．5   0．0   
13（2001）   －0．7  －0．7   －1．0   

14（2002）   －0．9  －2．4   －1．8   

15（2003）   －0．3  －1．5   －1．5   

16（2004）   0．0  －0．9   －1．2   

17（2005）   －0．3  0．8   0．1   
18（2006）   0．3  2．0   0．5   
19（2007）   0．0  0．4   －0．6   

20（2008）   1．4   0．4   0．3   1．515  0．11  507，371  －1．6  －0．7  －0．9   0．5   0，5   

（前年同期比、lシL）  （％）  （％）  

平成18（2006）年1～3月期  －0．1   0．1   0．3  1．522   1．62   1．2   2．5   －1．3   2．0   －0．1   

4～6月期   0．2  2．5   1．0   
7～9月期   0．6  2．0   0．8   

10～12月期   0．3  1．5   0．4   
平成19（2007）年1～3月期   －0．1  1．0   －0．0   

4～6月期   －0．1  0．3   －0．8   

7～9月期   －0．2  －0．4   －1．2   

10～12月期   0．5  0．6   －0．3   

平成20（2008）年1～3月期   0．9  1．8   1．8   

4～6月期   1．4  0．8   0．8   
7～9月期   2．2  0．2   0．1   

10～12月期   1．1   －0．5   －0．9   1．468  0．36  130，051  －3．8  －4．6   0．9   －0．4   －0．4   

（注）雇用者1人あたり雇用者報酬は国民経済計算における雇用者報酬（暦年値）を労働力調査における雇用者数（年平均）で除して算出。  

（出典）総務省「消糞青物価指数」、厚生労働省「毎月勤労統計調査」、財務省公表資料、内閣府「国民経済計算」、総務省「労働力調査」。  3   



2 経済前提の設定の考え方について  

長期の経済前提の設定について  

【経済中位ケースの設定】  

（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において議決された「中長期的な物価安定の理解」を踏まえて、   

長期の前提として1．0％と設定。  

（2）賃金上昇率  

名目賃金上昇率（2．5％）＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 実質賃金上昇率（1．5％）   

被用者1人あたりの実質経済成長率を実質賃金上昇率とみており、マクロの実質経済成長率   

から被用者数の変化率を差し引いたものに相当する。   

実質賃金上昇率（1．5％）＝ 実質経済成長率（0．8％）－ 被用者数の変化率（▲0．7％）   

の関係であるものと見通して設定している。  

※実質経済成長率の見通しは、日本経済の潜在的な成長力の見通し等を踏まえてマクロ経済  

の観点から整合性のとれた推計（注）を行っている。   
日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長  

軌道に復帰することを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通したもの。   

（注）全要素生産性（TFP）上昇率や資本分配率などのパラメータを設定し、マクロ経済に関する基本的な   

関係式（コブ・ダグラス型生産関数）を用いた推計。  
4   



（3）運用利回り  

名目運用利回り（4．1％）  

＝ 物価上昇率（1．0％）＋ 将来の実質長期金利（2．7％）＋ 分散投資効果（0．4％）  

′   
l  

l ・1ヽ  

将来の利潤率の見込み（9．7％）ノ  
将来の実質長期金利 ＝ 過去の実質長期金利 ×  

過去の利潤率の実績（8．6～9．8％）  （2．1～3．0％） ノ  
ノ  
ノ  

（2．4～3．0％）  

※将来の利潤率の見込みは、全要素生産性上昇率や資本分配率など：                                                                                                                l   

を設定し、マクロ経済に関する基本的な関係式を用いた推計値。  
←■一■■－■■●●■－■■■■■■一－－－■●■－－－－－－－－t－－－－－一一－－－－－－一一－－－－－－－－－－－－一一－－－－－′  

※ 過去の実質長期金利や利潤率の実績は15～25年の期間をとったもの。  

分散投資効果については、全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスク水準の下で  

分散投資した場合の期待リターンを基本として0．3～0．5％と設定。   

＿．＿…  



長期の経済前提の設定（経済前提専門委員会の検討結果）の詳細  
（1）物価上昇率  

日本銀行金融政策決定会合において、「中長期的な物価安定の理解は0～2％程度の範囲内にあり、中心値は大勢   

として1％程度となっている」とされていることを踏まえ、長期の前提として1．0％と設定。   

（2）賃金上昇率  

過去の実績を基礎としつつ、マクロ経済の観点から整合性のとれた推計を行っている。具体的には、マクロ経済に関す   

る基本的な関係式（コブ・ダグラス型生産関数、下式）を用い、（彰全要素生産性上昇率、②資本分配率、③資本減耗率、   

④総投資率を設定し、長期の平均的な経済の姿としての実質GDP成長率を推定。  

この際、日本経済及び世界経済が現下の金融危機に起因する混乱を脱した後、再び安定的な成長軌道に復帰するこ   

とを想定した上で、その段階での平均的な経済の姿を見通している。  
l‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾ 「  

単位労働時間あたり実質GDP成長率 ＝ 実質GDP成長率一労働成長率  

＝（資本成長率一労働成長率）×資本分配率＋全要素生産性（TFP）上昇率  
資本成長率 ＝ 総投資率 × GDP ÷ 資本ストック ー 資本減耗率   

l＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿●＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿＿＿．＿＿．＿＿＿．＿－．＿＿＿．＿．＿＿．＿＿＿．＿．＿＿．＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿  

推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

（ 

全要素生産   2000年代に入り1％程度の水準まで高まってきているとの分析や、内閣府「日本経済の進路と戦略」参考   
性（TFP）  試算（平成20年1月）等における前提（成長シナリオで1．4～1．5％程度、リスクシナリオで0．9％程度）を勘案   
上昇率  

（3通り）  
して、左記の3通りを設定。   

資本分配率   39．1％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「1一雇用者報酬÷（固定資本減耗＋営業余剰（純）＋雇用者報酬）」により算出。   

資本減耗率   8．9％   
過去10年間（平成9（1997）～18（2006）年度）実績の平均で一定。  

国民経済計算を用いて「固定資本減耗÷有形（純）固定資産」により算出。   

平成19（2007）年度  

23．0％   
総投資率  緩やかな低下傾向にある過去の実績傾向を対数正規曲線により外挿。  

平成54（2042）年度  

18．6％  

△0．8％  

労働成長率   （平成27（2015）～  
平成18年12月の人口推計と平成20年3月の労働力需給の推計を基礎として、雇用の非正規化が進むこと  

51（2039）年度平均）  
等を踏まえて、マンアワーベース（総労働時間）の労働投入量を推計。  6  



〔推計結果〕（平成27（2015）～51（2039）年度の平均）   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率 0．7％   

単位労働時間あたり実質GDP成長率   1．9～2．1％程度   1．5～1．7％程度   1．1～1．3％程度   

被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   1．8～2．0％程度   1．4～1．6％程度   1．0～1．2％程度   

名目賃金上昇率   2．8～3．0％程度   2．4～2．6％程度   2．0～2．2％程度  

※ マクロでの実質GDP成長率は、TFP上昇率の各ケースに対してそれぞれ、1．2％程度、0．8％程度、0．4％程度と見込まれる。  

※ 被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率＝単位労働時間あたり実質GDP成長率＋被用者の平均労働時間の変化率  

名目賃金上昇率＝物価上昇率（1．0％）＋被用者年金被保険者1人あたり実質賃金上昇率   

（3）運用利回りは、「物価上昇率＋実質長期金利＋分散投資による追加的な収益率」により設定  

2015～2039年度の利潤率（B）  
・実質長期金利＝過去の一定期間における平均実質長期金利×   

過去の一定期間における利潤率（A）  

※ 過去の一定期間は、25年間（1982－2006）、20年間（1987－2006）、15年間（1992－2006）の3通りとした。  

・利潤率＝資本分配率×GDP÷資本ストック ー資本減耗率  

・上記算定式中の項目について、推計上の設定と推計結果は次のとおり。  

〔設定〕   設定値   備考   

分散投資による   
0．3～0．5％   積立金の全額を国内債券で運用した場合のリスクと等しいリスクの下で最も効率的な   

追加的な収益率  ポートフォリオを設定した場合において想定されるもの。下限はさらに保守的に設定。   

9．8％（1982－2006）  
利潤率（A）  9．4％（1987－2006）  

8．6％（1992－2006）  

3．03％（1982－2006）  
平均実質長期金利  2．48％（1987－2006）  

2．14％（1992－2006）   

〔推計結果〕   TFP上昇率1．3％   TFP上昇率1．0％   TFP上昇率 0．7％   備考   

利潤率（B）   10．3％   9．7％   9．1％   平成27（2015）～  

実質長期金利   2．55～3．18％   2．41～3．01％   2．28～2．84％   51（2039）年度の平均  

名目運用利回り   3．8～4．7％   3．7～4．5％   3．6～4．3％  



諸外国の公的年金の将来見通しにおける経済前提について  

○ 国により、制度内容、財政見通し期間、積立水準、積立金運用方法等が異なり、様々な   

経済前提設定がされている。  

○ 経済前提の設定手法については、情報公開が進んでいるアメリカに関するもの以外は、   

十分に把握できていないところであるが、総じて過去実績の傾向を基に設定しているよう   

に見受けられる。  

○ 国際機関において年金の将来見通しが作成され、その前提についての設定手法が開示さ   

れている例があり、このうちEU委員会では、マクロ経済に関する関係式が用いられている。  

（参考）  

（注）「運用利回り（実質）」は、「運用利回り（名目）一物価上昇率」である。  
8   



3 内閣府「経済財政の中長期方針と10年展望比較試算」抜粋  
（平成21年1月16日 経済財政諮問会議提出）  

Ⅰ．試算の考え方と主な結果  

4．主な結果  

（2010年に世界纏済が■■に回復する場合）  

せ界経済が混乱を脱し、2010年には、我が再縁済及びせ界経済がt綱に回復し、  
その後も、せ界鞋済が持練的に成長する斗含には、加11年度以降、我が抽済は  
安定的な成長軽眉lこ移行し、■出▲人面での政策対応の違いによって疇はあるが．  
概ね、実千慮曇辛は平均で1％台半ば程度、名日成畏串は、2％台前半を経て、平  
均でそ％台前半から3％程度で推移するとよ込まれるじ   

（20柑年に世界縫済が島国覆する斗含）  

世界経済が早期に混乱を脱し、祁10年には、我が匹経済及び世界軽済が島国壇・  
高庇鼻をiげるとともに、成長輌及び累次の士気対策の効果がt大隈に発現す  
る■合には、2011年度以降、我が聾緑済も高い成長が実現し、▲出義人面での敵  
策対応の虞いによって疇はあるが、■ね、実千成長辛は平均で2％程度あるいはそ  
れ以上、名目成長事は平均で3％台半ば棲よあるいはそれ以上が視野に入ること  
が期待される。   

く20tO年になっても世界蛙漬が鹿ばう場合）  

せ界経済の混乱が緩くことで士気後退も深刻化・長期化し．政策効果も十分に発  
現しない斗合には、我が内縁済は促成曇が続き、蒙出歳入面での政策対応の違い  
によって帽はあるが、概ね、実井成長率は平均で0％台後半あるいはそれ以下、名  
腋成長率は、0％程度を経て、平均でも0％台半ば程度あるいはそれ以下にとど手る  
と1込まれる。  

手た、このような大きな疇をもった経済の将来よ望とあわせ、財政の姿「ま、その政策対  
応の違いにより、さらに相当な蠣をもったものになる。  

1．よ太的考え方  

今後10年程度の中長期の経済財政の峯をよ望することで、今後の遭筋の脱と政策遇択の棲肘に  
責する。その際、株式・暮■市斗の大嶋な変勤など経済の先行きについての不櫨実性が棲めて高く  
なっていること、また、世界経漬が大きく土勤し、最期にわたる書道的な潮兼変化も生じていることか  
ら、経済及び財政について様々な想定をtいて糾する。   

2」乳斉想定  

20tO年世界軽済  2010年世界軽済   世界経済  
■．」慣I   息回復   底ばい■績  

シナリオ   
漬の 

シナリオ   
が理経済及び世界鞋  には我が乎鞋済及び  士気後退も浸剤化・  

世界桂済   
轟成鼻を蓋Ifる   

全要素生産性  
一丁FP：〉  

上昇率   

労tl  女性・古書看で上昇  女性・高♯舌に加え  女性・書簡看を含め  蓼加車   て   
それ以外でも上昇  全てで環状水準一定   

、J  

3．財政想定   

（1）社会保障機能強化   

耳社会保障の欄爛娼引ヒをr中期プログラム』のエ穫褒を務まえー定の仮定に基づき実施   

茸暮ヰ年金¶庫■担割合の2分の1への引上げ、ホ齢化の遭よに伴い自然lこ増加する公   
文■担のみ対応  

（2）講書税畢（注J   

き二：消暮税率を据えtき  

箸罰11年よから畑13年度にかけて39絹uニげ（駄暮の便1上讐年度1％ずつの引上けを想定）   

溝：祁Il年度から畑15年丘にかけて59絹uニげ〈鼠暮の便1上事年度1％ずつの引上けを想定）   

⑥罰11年廉から2別7年度にかけて79絹u＝げ〈紋暮の優1上ヰ年度1％ずつの引上けを想定）  

毘加13年廉から加15年虔にかけて5†も引上lナ鼠■の■■上抑l沖鷹に3ヽ．00I■．却15暮靡に1ヽrつの引上けを書手 

音2015年度に5％引上げ  

（注二牧羊や叶期は、あく手でも賦暮のt土上■いた尊重である。  

（3）■出のパターン  
20102011年鷹：i  ：却12年鷹以■）   

‡：1▲川．3兆円■出帆薫 ＆ 非社会俣陣■出名臥腋柵ばい   

老・▲1Lヰ兆円i出削減 ＆ 非社会保障義出物価上昇率並壇加  

Ⅱ．試算の方法  

（1）試算は、マクロ軽済（GDP、鞠傷瞥〉、財政及び社会保障の相互連関を考慮した計   
1モデル（「経済財敵モデル（2∝鳩年度版）パ推計式と定義式からなる■立方模式体  
系‖を墓■としている。  

（2jしたがって、成裏革、鞠t及び金利などは前提として設定したものではな〈、対敵攣  
の姿との相互暮闇を纂まえて得られたものである。   

（3）試算は娯豊吉伴っており、相当の帽をもってみるべきである。   



Ⅲ一試算結果こグラフ）  

Ⅳ．試算結果（計数表）  
パタtンの遭いによる比較（マクロ  

1－1－12010年せ界経済順調回復シナリオ  ‡3つの繰粛想定】  

2別○年世界軽済■鎖国すシナリオ  
2010年世界軽済急回すシナリオ  
せ賽経済慮ばい鞭績シナリオ  

（托通の想定J  

社食俣■の■鴫♯化をF中期プログラム】の工機ホを糟まえ一定の仮定によづき実篤  
201博鷹かち20t5年鷹にかけて絹暮検車5qb弓仁上げ紋暮の農工上暮年度1％ずつの引上げを苛定  

ただし、「度ばい♯績シナリオjは1■横手を引き上げす，▲儀年会餌靡負担覇含の2分の1への  
引上げ、高ホ化の遭よに伴い白熱二増加する公一負担のみ対応∴  

2つのt出パタ岬ン  

社会俣欄：社会保障の機能強化をー中期プログラムjのエ程璽を踏まえ  
一定の仮定に基づき実施  

消土塊 2011年鷹から2815年鷹にかけて損義税率5％引上げ  
鐘出パターン ▲14．3兆円i出l‖l＆非社会保膚壕地名日額積ばい  

【マクロ経済の姿】  
％ほ慶∴句GDP比，サト穫鷹j、鬼門tま  

2（氾8年虎  2∝婚年正  2010年廣  2011年度  2015年度  20柑年度  
平戯0華覆】  ．平嵐㍗書霹  】早成ヱ2年丘  平成23年覆1  ■平剋？ず正J  ・平成JO筆圧・   

瀞在成曇ヰ   Il．3 l．3 1．3 ・1ヱ tl．0 11．ト   

其∫成よ辛   ▲0，8）   0．飢   1．5l   r1．▲ （1．5j   （1．2）   

名目成員ヰ   こ▲1．3）   0．り   18）   ■：22 ！30 129 

名目GDP   509ヰ   5102   5194   5308   5867   63g9   

Iわ価上昇率  

蠣貴書換価   lト3 ▲0．4 02l   1144 ！Z5 ミ2，3 

田内企書細   （tl ▲2．り   ▲1．6：  l▲01 ！19 15 

GDPデフレーター   l▲05 0．り   03 －：07 15 】1．7 

寛全失業中   【t2 47 t6）   宰 t5 4040 53 

名日量期金利   （ト5 1．1 1ヰ）   117 30 王41 

鮪∩瀾収支  

一般政府   r▲5．8］  こ▲6．9）  ［▲6．0】  【▲5．1］  r▲3．2］  ：▲ヱ．6］   

艮■l   三9．3］   ［1D．5】   ［9．5i   ［9＿1］   こ8．7］   ：8ヱ］   

キ外   ㌻▲3．5〕  ：▲3．8つ  【▲3．5】  ［▲ヰ＿0］  r▲5．5］  ；▲5．6〕   

～¢†0ヱOl一書れ  封コち2年覆u■  

▲I■コ兆円▲出則■ ＆非社食俣■暮出名目■機lれ、  

▲＝4兆宰▲出削★ ＆非社食保障▲出牡仕上雷辛詣増加  

・ケラフ上はロ印  
・ブラフ上はムF  

賽1威黒革  
〇C  

ニ■  

2［  

15  

】［  

、  

β［  

85  

tり  

lち  

■糾■シナリオ  

…シナり†  

l■   

減登  ．蛸   メ山こl   加   皿■   J：pI   苗．■   欄   乃｝：  ご℃！’  エIIJ   ユノlJ i】▲   】⊂】さ   ～：巧l   ■】▲一   声ユ！l  

■■l■ ■■、－  ■■、■  ■■＝  ▼■I ■■l■  ■■「  ■■丁・ ■■ヒ了  ■■n  ■■、 ■■TI ▼■＝ヽ  t■丁－  ■■コ  ■h  ■■r  

名目成員畢  
5C   

l．5   

1〔   

35   

3仁   

2S   

2亡   

†5   

1C   

¢5   

0C   

¢5   

1C  

lS5 

／＼  ■■陶●シナリオ  

㌦＿  

珂  

【田・地方の財政の姿】  
二対GDP比．、くゎ和正】、鬼門■虞  

2㈹年度  2089年度  2010年ま  2011年度  2015年廣  2（）18年鷹  
平鹿20ヰ鷹：弓  、一平112】霊l■：  l平成㍗牛虎  平慮2ユヰオ】  〉平鹿2！】■オ‡  ≒平慮30餐廿l   

政府簾M収支   ▲26．8  ▲3乙5  ▲38－8  ▲2¢．6  ▲21．0  ▲23．1   

（対名目GDP比 ［▲5．3】  〔▲6．ヰつ  ［▲5．9］  ［▲5▲○］  ：▲3．6］  ：▲3．6］   

▲社的財政収支   ▲1丁．2  ▲ヱ1，6  ▲199  ▲15－2  ▲4．g   08   

・：対名目GDP比 こ▲3．4］  ［▲t2ユ  ［▲3，8］  ［▲29］  ；▲08コ  〔01］   

公■書残欄   749▲3   76丁．ヰ   791．6   8157  8989   9622   

（対名目GDP比 乙川丁1］  い504：  ［152，4］  ［1537］  ：153．2］  ：1504〕   

▼■工    Jェ    ■ヽ1    ≠、   二1■■1   1l一    丁t■    、コ：■    刃、■   ，tハ     「．    ¶    r▲    1、1ヽ    ■】、l   「〉■     ■■t】  

▼■●  ■■l！ ■■l ■■   ▼■lt  ■■ ●  ▼■J】 ▼■」l ▼■J． ■■＿㌧  ■■」t  ▼■J  ■■．■  ▼■L・ ▼■J■  ■■．～■  ▼■■  
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1－ト3．せ界経済底ばい継続シナリオ  1－1－2．2010年世界経済患個闇シナリオ  

社会像陣二基礎年金国庫負担割合の2分の1への引上げ、高蛤化の進展に  
伴い自然に増加する公1■捏のみ対応。  

漏責税：損十税率を据えtき  
義出／くターン：▲lt3兆円▲出削薫＆非社会保闊■出名目額横ばい  

社会保膚∴社会保障の機能強化をl中期プログラム」のエ穫表を踏まえ  
一定の仮定に暮づき実施  

消暮桟ニ201丁年廉から2015年丘にかけて消t税串59も引上げ  
■出パターン：▲1t3兆円■出削濾＆非社食保障義出名目錬■ばい  

【マクロ軽済の拳】  【マクロ経済の姿】  
′％tよ）．王対GDP比．一帖■慮】、集円■虞  l％tよ）．【対QDP比．q■t慶】、鬼門t鷹  

2Ⅰ明年正  却四年鷹  2010年度  2011年度  ヱ別5年虔  2018年鷹  
（平月b叫よ）  （平■21年よ〉  （平tヱ2事鷹）  ・・上・ ニ・  ・：平成27年よl  ～：平成30ヰよl   

■在成よ■   〔1．3）   ：1．2）   （l．0）   ■こ0鋸   fO．り   rO4 

稟∫成鼻■   く▲0．8）  く▲0．8）  （▲0．1）  （0ヱコ   （1．り   【06）   

名目成よ雷   〈▲1＿3）  （▲1．0）  （▲0．1）  （▲0．郎  （1．ヱ）  （1．3）   

名目GDP   貿怜＿4   5糾．5   502▼5   ▲給．2   5（掟▲4  5208   

鞠■上昇■  

1貴書ね■   （l．3）  （▲0．即  亡▲0．3）  〔▲04）  fO．即   lこ1．3j   

■内金霊場   い＝†  （▲乙5）  （▲1．9）  （▲1＿了）  （0．1）   〔0．ヰ）   

GDPデフレーター   （▲0．5）  〈▲0．2）  （▲0．3〉  （▲0＿8）  rO．1）   〔0．7〕   

兼全失義手   （▲ヱ）   ‡l．丁）   （t8）   （4．鋸   〔5．4）   rl．9）   

名日長期金利   （1．5）   （1．0〉   （1．3）   （1，3 rl．8 （2．0）   

龍M別収支  

一触政府   【▲5．8】  【▲丁．封  ［▲68】  【▲6▲さ］  【▲†．3］  【▲7．2〕   

民間   【9．3】   い0▼8】  い0．3】  い02j  【10．3】  【9，3〕   

★外   【▲3．5】  【▲3．5】  ［▲3．■】  ［▲3＿3］  【▲3．0］  【▲2．2〕   

2t■腋年度  刑年度  ヱロ10年度  2811年度  ヱO15年鷹  20柑年鷹  
平月b咋よ）  （平■21■よユ  l平叡2事よ〉  （亨l睦雉よ）  く平■2丁霊よ）  （平卸事よ〕   

■在成よヰ   〔1．3）   （1＿3）   （1．●）   （l，6）  （1．8）  fl．丁）   

菓∫成よ畢   く▲0」】）  く0．0〉   （乙8〕   （エコ）  r2．3）  （1．8）   

名目成よ畢   （▲1．3）  （0．1〉   （3．1）   （3．5）  ＝u）  （3．8）   

名目GDP   引）9．●   510ヱ   526．0   糾．2  880．8   7怖ヱ   

牡優上井ヰ  

礪貴■ね傷   （1．3）  〈▲0．4）  （0．3）   （18）  r2．8）   （2．5）   

凸内企業細   〔tlj  ミ▲乙t〉  （▲1＿5）  （0‖  （2．3）  〔1．鋸   

GDPデフレーター   〔▲8，5）  （0．t）   〈0．5〉  （tヱ）  （1．9）  （1．即   

大全失業ヰ   〔▲2）   〈4．丁〉   （t郎   （ヰ＿4）  （3．2）  （2．3）   

名目よ期金利   （1．5）   て1＿り   （1．6）   （2▼ユ）  （t2）  （5．3）   

飾∩罵収支  

一浪政府   【▲5．8］  r▲8．9】  【▲5．7】  ［▲4．5〕  【▲1．6】  【▲0．5】   

畏蘭   【9．3］   ［10．剖   ［9．3】   ［8．5］   【8．刀   【5＿3】   

鶉外   【▲3．5］  【▲ユ8】  ［▲a．6】  ［▲ヰ．0］  【▲5．り  【▲t8］   

■  

【瑠・地方の財政の輩】  【寧・地方の財政の姿】  
こ対GDP比、Iも■慮】、集円■慮  【対QDP比．I■tよユ、島円t慮  

2㈹年度  却個年度  2010年度  2011年度  2015年度  ZO柑年度  
（平■2止l■）  （平■21暮オ〉  （平■之2竃オ）  〔】■■ヱユ暮■1  り■■2†暮離」  （1■血暮」■I   

政府♯∩収支   ▲28．8  ▲a3．■  ▲33．0  ▲31．9  ▲35．0  ▲36．5   

（対名目GDP比）   【▲5．3】  ［▲8朝  ［▲8．8］  ［▲8＿●】  【▲7．0］  【▲7．0】   

暮儀的財政収支   ▲17．2  ▲之2．5  ▲22＿1  ▲20．9  ▲22＿6  ▲21．5   

（対名目GDP比）   【▲3＿ヰ】  〔▲t5】  ［▲4．1］  ［▲ヰヱ］  【▲t5］  ［▲tl］   

公★書残高   丁ヰ9．3   7t57．l   丁93．丁   822．9   9488  1糾91   

（対名目GDP比）   【lヰ7．1】  ［152→1j  ［158．0］  い糾＿8］  【1888］  【201．4］   

2t明年虚  2㈹年度  2010年度  2011年度  2q15年よ  28柑年度   （平■ヱ0暮■）  り■■ヱ1】■lt）  （】■■ヱ2暮オ〉  （事■畑■■〕  ・：1■一b7暮徽〕  亡平蝕暮It）   

政府艶M収支   ▲28．8  ▲3乙5  ▲か．7  ▲2■．5  ▲1▲．7  ▲1■．ヰ   

（対名目GDP比）   【▲5．3】  ［▲6．◆】  【▲5．6］  【▲4＿5］  【▲2＿3】  【▲2．0〕   

暮書的Il政収支   ▲1丁＿2  ▲21．6  ▲18．8  ▲12．8   5＿5   15＿6   

（対名目GDP比）   ［▲3l】  ［▲t2］  【▲ユ．5］  【▲2＿3ユ  【0．9】   【2．之〕   

公t書残ホ   丁ヰg3   丁6丁．4   丁90．6   81ユ1   f娼14   82t6   

（村名8GDP比）   ［川7．1】  ［15n●】  ［150．3］  【1▲9．4］  r13乱丁］  【131．1〕  
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】：付鐸一）主要な飢擾  

（11マウロ鐘許に■lす員もの  

1）2010年世相■■偏1シナリオ  

†隻壷性「TFP）上井率   

・足元の唯しヽ水準’200丁年度童二平成柏年度一：0．丁％程度、・で当面推移した謙、2010年濠二平成コ年度から20り年  
虞1平月ほ8年d巨にかけて．10％繊度（書気1す：事101環から事】3t環、l泌3年2月の谷から2∝定年1月の谷  
まで）をキ■した■去の平均に手で檜々に囲♯し、その後繍ばい 

之労■力   
・「日事の搾★推計人口平成柑守一2月蕎鮒事」・開立社含保障・人口鱒1研究所の±年中使苓亡中位を墾  
用。  

・労■市叫申蔦を受け、女性一254▲■1及び萬お寺：806ヰ▲・の性別年…書制芳■蓼加重が上男・例えば    ユ0ユIt女性の労■蓼瓜辛は，2007年度J平成19年匪iの糾％程度から20川窪慶一平成JO年憂 の叫明度ま  
で檎々に上昇‡てその他の性別キー書■別労■●加辛は足元の丼畢で櫓ばし、 

3 世界軽済専   

・賽1或よ羊′日本の●出先主雷10ナコ罷 
帥肝のせ葬経済1iし：、2008年軟：及び同数雷．ヱ008年I一月1をもとに．2伽9年匿：平或ヱ】年度．：年畢心ヰ％．20和  
琴虔l平成22年ま：年生2I％の蹟，20t一年魔1率直2ユ年度■以陣、年呈コ3％程度で推移 

・書儀上■霊  
肘Fの世界蛙済よiしこヱ008年枕：をもとに、2009年度三甲匿21年凛∴年重1丁叫L2010年虞 肇或臼年度｝年主  
用％の醜．20＝年鷹平成2ユ年度L以降．年軍19％程度で推移  

・坤濾爺樽  
飢件の世界経済1iしこ2〔氾8年軒をもとに、2【氾9年度：寧鹿21年度巳年睾▲6－3句の後∴犯IO年度 中成㍊年来  
以降ヱOtコ年度！平成25年度：まで年車0．6哺虔で上昇、細川年度以降、上た鞠犠上井草と同寺で推移 

・為替レート  
20tO年度「平鹿罠年度1、以陣、翼賞為欄レートが．短期抑：は内外金利蓋の艶書を受けつつ、長糊的に一定  
欄傭上昇皐楕蓋を相殺するように変動 

4 その他   

・2∝岨年よ〔平如0年度∴2（蜘年度く平成ヱ1年瞳）のは済成長車及び欄価上月皐讐は、「平成21年度の経済1  
1しと鯉漬II取運苦のよ書的態度（2∝沌年㌃平成ヱ0年：12月lO日…了解ニ」による：娩出の世相済度ばい欝  
績シナリオの2009年ま’平鹿Zl年憂’・についてはこの1りではない 

2）之010年世職済■凸■シナリオ  

上記l■との濃いは以下のiり 

「．生産性「TFP：上月率   

・20川年度（平鹿22年度1かち20川革ま二平成28年憂＼にかけてt5％程度まで徐々に上層し、その後積ばい  

え芳■力   
・上た1で上井を想定した以外の性別年齢♯■別労■参加壬も様々に上声 

3世界縫講書   

・実東成よ串  
2010年鷹1′平鹿畏年度雫辛30鴨の護、2011年度1平成23年廣 以降、年皐48％程度で舞堵 

12   

注さ  

1ilt書物価指数は、総合「全可）である。  

2＿ 艶∩別収支は、℡民経済肘暮における「繹書出／繹借入」である  

3 政府部門収支は℡見難済計暮における「轟I貸出／♯傭人」である⊂吉た▲■的財政収支は政府  
醜∩収支から鍵利払いり叶払いマイナス利子受け取り：を控除したものであるご夏た、四・地方とも  
一般会計こ書遡会計：l以外に一節の特別会計■を含む 

4，2∝旭年度√平成柑年度：芦、2【昭8年鷹（平成20年よ∴2∝怜年度「平成21年度）及び2010年度こ平成  
22年度：の政府欝∩収支及び▲書的財政収支については、財政投■責特別会計財政■★1金  
勘定r「20（蔦年まr平成柑年度て・においては財政書責貴会特別会計】1から皿慎重層▲会稽剰余計  
又は一貯会計への＃入れ事をせ愉したものであるr  

5 公債書残ホは、暮靂四債、地方ホ及び交付税拝金借入金の合計である。なお、2007年度し平成  
19年虔こに一般会計に承■された交付税稗会惰入金二田1担分■に即しては、柑礪の連続性を托  
持するために引き繊き公■■残高に計上 

6 瓜の一般会計に示した地方交付税専は、いわゆる交付税持去の入口ベースの儀であり、，地方  
の書道舎伸二示したⅧは出口ペースの≠である亡蓋＃は、交付税樽会における惰入、利払い■  
に相当する 




